
お客様ごとの制度・業務に主軸を置き、ワークスタイル変革の「目的」を 
明確にした上で、目的に即した制度設計から環境構築・現場への啓蒙活動・
導入後のフォローアップまでを弊社コンサルタントがご支援し、 
ワークスタイル変革の定着までを支援します。お気軽にご相談ください。 

IT環境やツールを導入しただけでは、ワークスタイルの変革は定着しません 
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ワークスタイル変革 
導入・定着支援サービス 

社内SNS活用で 
組織の壁を取り払った 
コミュニケーション 

VPN等を活用して、 
どこでも業務OK 

コミュニケーションツールで 
いつでもどこでも 
気軽に連絡 

フリーアドレスで 
余分なモノ削減！ 
柔軟性UP！ 

会議室を削減し 
フリースペース拡大 

社員満足度向上！ 
優秀な人材確保！ 



ワーク 
スタイル
変革 

業務 
改革 

意識 
改革 

制度 
改訂 

IT導入 

目的に即した制度設計 

現行制度、規定調査～新制度設計 
テレワーク運用ガイドライン作成 
  (モバイルワーク・在宅勤務・サテライトオフィス) 

実現可能な業務設計 

対象業務調査 
属人化業務の可視化 
テレワーク導入後の業務設計 

定着を支援 

効果測定、アンケート実施 
導入・啓蒙研修の企画、実施 
マネジメント・対象者のフォロー実施 
課題管理、改善施策提案 

高度なIT導入支援 

コミュニケーションインフラ 
ITコンシューマライゼーション 
リスクマネジメント 

「製品を導入する」だけでなく、制度の見直し、業務の整理・設計、最適なITの

検討、そしてはたらくヒトの意識改革まで、「新しいはたらき方の定着」を一貫して

ご支援します。それがインテリジェンス ビジネスソリューションズの強みです。 

サービスメニュー 
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導入支援サービス 定着支援サービス 

 現状調査 
-制度 
-業務 
-IT環境 

 助成金申請支援 

 導入計画策定 
 業務設計・構築 
 運用規定策定 
 導入研修企画・実施 
 導入プロジェクト推進支援 

 現状調査・効果測定 
 啓蒙研修の企画、実施 
 マネジメント・運用対象者のフォロー実施 
 課題管理・改善提案 
 制度、業務、環境、施策等の見直し提案・推進 

アセスメント 

約1.5ヶ月 約２ヶ月 約1ヶ月 

※IT導入支援については、IT環境の調査、推奨環境のご提案までのご支援になります。 

※各サービスメニュー費用のお見積もりは、対象規模・範囲等、詳細なご要件を確認させて頂いた上でご提示いたします。 
※助成金利用には適用条件が定められています。利用可否についてはお気軽にご相談ください。 
※助成金申請を行う場合、約1~2ヶ月の審査期間後、交付決定後から導入支援開始となります。 



＜ワークスタイル変革を支援する助成金の一例＞ 

職場意識改善助成金制度(厚生労働省) 
両立支援等助成金 

ワークライフバランス推進助成金(東京都) 
くるみんマーク取得支援 

各サービスのアウトプット イメージ 

導入支援 
サービス 

定着支援
サービス 

支援制度、助成金活用で導入コストを補助 

貴社の目指す姿に応じて、活用できる助成金および税制優遇制度の選定・申請をサポートいたします。 
助成金等を活用する場合は、アセスメントサービス内で申請支援を実施します。 

マネジメント層や運用対象者への効果測定を実施し、運用障壁を明確にします。制度や運用ルール、システムや
業務の改善点を整理した上で、研修や説明会等を実施、制度の認知向上と利用に対する障壁を下げながら、
現場の声に重点を置いたフォローを行い定着を推進します。 

現状調査を行い導入課題を明確にした上で、導入目的と導入計画を貴社と共同で策定します。計画に基づき、
在宅勤務・モバイルワーク導入に伴う規定・制度の設計、実行可能な業務見直し等の導入をプロジェクトマネジ
メントツールを用いて推進します。 

    審査対応 

申請書類 
整理 

申請書類 
収集 

事業計画 
検討 

申請書提出 
・面談 

申請書類 
確認 

計画書等 
作成 

審査 
対応 

承認通知 
受領 

   申請対応 申請準備 

煩雑な申請準備・事業計画作成を支援 

＜くるみんマーク関係法令＞ 
次世代育成支援対策の推進・強化（平成27年4月1日施行）より抜粋 
・一定の要件を満たし、厚生労働大臣 （都道府県労働局長へ委任）の認定を受け特に次世代育成支援対策の実施の状況が優良なもの
について、厚生労働大臣による新たな認定（特例認定）制度を創設・特例認定を受けた場合、一般事業主行動計画の策定・届出義務に
代えて、当該次世代育成支援対策の実施状況の公表を義務付ける。 

アセスメント 
 調査報告書 
 事業計画書案 



弊社取り組み事例 

社名 株式会社インテリジェンス ビジネスソリューションズ（略称：IBS） 

資本金 3億1千万円 

従業員数 2980名（2015年4月1日時点） 

事業内容 業務プロセスコンサルティング、システム企画・開発、システム運用・保守、ICTアウトソーシング、新エネルギーアウト
ソーシング、セールスアウトソーシング、WEBアナリティクスサービス、バックオフィス支援、カスタマーサポート支援 

代表者名 長井 利仁 

設    立 1977年9月（昭和52年9月24日）  

決算期 3月 

取引銀行 三井住友銀行 

事業拠点 豊洲本社、海浜幕張、大阪、名古屋、札幌、仙台、福岡 

グループ会社 株式会社インテリジェンス 
株式会社IBS Global Bridge 
株式会社インテリジェンス ビジネスソリューションズベトナム 

認証 ISO9001、ISO27001認証取得 

主なパートナーシップ freee 株式会社、Zabbix Japan LLC、株式会社アシスト、ヴイエムウェア株式会社、 
ウイングアーク１ｓｔ株式会社、コイニー株式会社、株式会社セールスフォース・ドットコム、 
トライコーン株式会社、日本マイクロソフト株式会社、株式会社マネーフォワード  

会社概要 

お問い合わせ 

株式会社インテリジェンスビジネスソリューションズ コンサルティング統括部 

03-6385-0859 
ibs_4any@inte.co.jp 

http://www.ibs.inte.co.jp/ 

 会議室の削減・フリースペースの拡大によるコミュニ
ケーションの活性化 
 

 フリーアドレス活用（一部職種除く）による余分な
モノの削減、柔軟性の向上 
 

 コミュニケーションツール導入によるリアルタイムコミュニ
ケーションの実践 
 

 VPN・シンクライアント・モバイルを活用した場所に制
限されない業務実施 
 

 社内SNSを活用した組織のタテ・ヨコの壁を取り
払った情報共有・情報連携 
 

 時間集約型に依存しないための徹底した労働時
間マネジメント 
 

 「はたらくを楽しんでいる」社員を88％にするための
様々な施策の実行 

...etc 
88% 


